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 需給調整市場については、2021年4月の開設に向けて、市場の詳細設計の検討が、電力広域的
運営推進機関（以下「広域機関」という。）に設置された「需給調整市場検討小委員会」（以下
「需給調整小委」という。）等にて進められている。

 本日は、2021年度からの運用開始となる三次調整力②（以下「三次②｣という。）、2022年度
から運用開始となる三次調整力①（以下「三次①｣という。）について、その検討状況を報告すると
ともに、2024年度から運用開始予定の一次調整力、二次調整力①②の広域機関での詳細設計
が開始されたことについて報告する。

 また、沖縄における需給調整市場の開設について検討が進められていたが、結果として、調整力公
募を継続することの方がより効果的と判断された。このため、まずは需給調整市場を開設せず、公募
による調整力調達を継続することとしたい。

本日の報告の概要
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 需給調整市場で取り扱う商品の要件は以下のとおり。
（参考）需給調整市場の商品要件（抜粋）

出所 第17回需給調整市場検討小委員会（2020.6.12）資料2-1をもとに事務局にて作成
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一次調整力 二次調整力① 二次調整力② 三次調整力① 三次調整力②

英呼称
Frequency Containment

Reserve
(FCR)

Synchronized
Frequency Restoration

Reserve
(S-FRR)

Frequency Restoration
Reserve
(FRR)

Replacement
Reserve

(RR)

Replacement
Reserve-for FIT

(RR-FIT)

対応する事象

• GCから実需給までの平
常時の時間内変動や、
電源脱落の事象に対応。

（発電機等のGF機能に
該当）

• GCから実需給までの平
常時の時間内変動や、
電源脱落の事象に対応。

（発電機等のLFC機能に
該当）

• GCから実需給までの平
常時の予測誤差に対応。

（発電機等のEDC機能
に該当）

• GCから実需給までの平
常時の予測誤差や、電
源脱落の事象に対応。

（発電機等のEDC機能
に該当）

• FIT特例制度①③を利
用している再エネの、前
日からGCまでの発電予
測誤差に対応。

指令・制御 オフライン（自端制御） オンライン（LFC信号） オンライン（EDC信号） オンライン（EDC信号） オンライン
応動時間 10秒以内 5分以内 5分以内 15分以内 45分以内
継続時間 5分以上 30分以上 30分以上 商品ブロック時間(3時間) 商品ブロック時間(3時間)

供出可能量
(入札量上限)

10秒以内に
出力変化可能な量
（機器性能上のGF幅
を上限）

5分以内に
出力変化可能な量
（機器性能上のLFC幅
を上限）

5分以内に
出力変化可能な量
（オンラインで調整可能
な幅を上限）

15分以内に
出力変化可能な量
（オンラインで調整可能
な幅を上限）

45分以内に
出力変化可能な量
（オンライン(簡易指令
システムも含む）で調整
可能な幅を上限）

最低入札量 5ＭＷ
（監視がオフラインの場合は1MW）

5MW 5MW 専用線：5MW
簡易指令システム：1ＭＷ

専用線：５MW
簡易指令システム：1ＭＷ

刻み幅
（入札単位） 1kW 1kW 1kW 1kW 1kW
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三次調整力②の検討状況
 広域運用を担う「広域需給調整システム」は、開発ベンダでの総合試験を終え、2020年

3月からの中地域（中部・北陸・関西）を皮切りに、9月までに中国、九州地域を加えた
5地域での運用が行われており、業務運用・電力品質面に問題がないことが確認された。
以降、対象地域を段階的に拡大し、2021年4月までに全エリアでの運用開始が予定さ
れている。

 その中、中地域を対象に3月12日～3月30日の広域運用を評価した結果、調整コスト
の低減効果が、エリア内で運用した場合と比較し、期間内での増減はあるものの、平
均すると１日あたり1,300万円程度の低減効果を確認できた。これは、自エリア内の火
力発電や揚水発電等の調整力から、他エリアのより安価な調整力へ差し替えた結果によ
るものである。※

※調整力の広域運用は、エリア内での余剰／不足インバランスをエリア間で相殺すること（インバランスネッティング）、
最も安価な組み合わせとなるよう、エリア間での調整力の制御量を決定し配分すること（広域メリットオーダー）にて行われる。

 なお、広域調達を担う「需給調整市場システム」は、新型コロナウィルスの感染拡大予防
措置に伴う作業効率の低下により、当初2020年9月完了予定であった受入試験に、1ヵ
月程度の遅延のリスクが顕在化した。この対策として、2021年1月からの移行準備期間
を1ヶ月短縮化し、受入試験の作業期間に充てることで対応中であり、現在は、2021年
4月運用開始を目指し、概ね計画通りに、開発が進められている状況である。
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三次調整力①、一次調整力~二次調整力②の検討状況
 三次①の市場設計は、広域機関における第17回需給調整小委（2020年6月12日）での審議

をもって完了し、現在は、一般送配電事業者にて、需給調整市場システムの開発等、 2022年度
の三次①市場開設に向けた準備が進められている。

 また、三次①の商品要件は、調整力の調達・運用コストの低減化を目的に、三次②と同様に簡易
指令システムによる接続要件を追加し（従来は専用線のみの接続）、より多くのリソースの参入を
促すべく、広域機関による三次①の意見募集結果踏まえ、見直しが行われた。

 一次～二次②については、2024年度開設に向けた市場の詳細設計が、広域機関の需給調整
小委にて2020年9月より開始され、2021年度中の検討完了に向け、検討が進められているとこ
ろ。

（出所）第18回需給調整市場検討小委員会（2020.8.7）資料4をもとに事務局にて作成


